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序章 策定にあたって 1 

１ 計画策定の背景 2 

本市では、昭和 46 年(1971 年)に彦根市総合発展計画を策定してから、昭和 53 年(19783 

年)、平成元年(1989 年)、平成 13年(2001 年)と時代の潮流や本市をとりまく状況をとらえ、4 

新たな計画を策定し、総合計画に基づくまちづくりを進めてきました。平成 23年(2011 年)策5 

定の総合計画では、基本構想のコンセプトを「風格と魅力ある都市の創造」として、これまで6 

の積み重ねと新たな取組を融合させながら「住みよいまち」、「にぎわいのあるまち」の実現に7 

取り組んできました。 8 

今回、人口減少・少子高齢化の進行やコミュニティの変化、価値観の多様化、社会経済構造9 

の変化など、めまぐるしく変化する社会動向に対応し、総合的かつ計画的なまちづくりを図る10 

ため、新たな彦根市総合計画を策定するものです。 11 

 12 

 13 

２ 計画の位置づけ 14 

本市では、「地方自治法第 96条第 2項の規定による議会の議決すべき事件に関する条例」に15 

おいて、総合計画基本構想は市議会での議決を経て定めるものと規定されています。 16 

本計画は、彦根市がどのような「まち」をめざして、そのために誰が、どのようなことに取17 

り組んでいくのかを総合的かつ体系的にまとめた市の基本方針であり、次の役割を持つ計画で18 

す。 19 

 20 

■市政運営の基本方針であるとともに、市民・事業者など地域の主体が目標を共有し、21 

ともに取り組むことを位置づける計画 22 

 23 

■市政の各分野における個別計画の指針となる計画 24 

 25 

 26 

  27 



2 

 

３ 策定の基本的な考え方 1 

本計画のは次の考え方をもって策定にあたっては、次の考え方をもって検討を行いました。2 

するものです。 3 

 4 

■持続可能なまちづくりに向けた計画 5 

世界的な目標である「誰一人取り残さない」社会の実現をめざす SDGs(持続可能な開6 

発目標)の達成に連動する計画であり、大きな社会変化に対応し、希望ある未来を将来に7 

つないでいくために、SDGs をふまえ、持続可能なまちづくりの実現に向けた計画とし8 

ます。 9 

 10 

■社会変化に対応するまちづくりに向けた計画 11 

大きく社会が変化する中、これまでの取組状況や課題を分析した上で今後の方針を考12 

える「フォーキャスト※」の視点とともに、未来の姿を描き、そこに到達するためにやる13 

べきことを考える「バックキャスト※」の視点を取り入れた計画とします。 14 

 15 

■‟オール彦根”で実現に取り組む計画 16 

計画の策定から推進に至るまで、市民・事業者・職員など、あらゆる主体がそれぞれ17 

の力を発揮しながら連携・協働してまちづくりを進める計画とします。 18 

 19 

■みんなにわかりやすい計画 20 

めざすまちの姿の実現に向け、‟オール彦根”で取り組むために、目標・評価をみんな21 

で共有できるわかりやすい計画とします。 22 

 23 

■地域特性を生かした彦根らしい計画 24 

自然環境、歴史・伝統・文化、産業など、本市が有する地域資源や特性を生かしなが25 

ら、まちの魅力向上と活性化を図る彦根らしい取組を進める計画とします。 26 

 27 

■財政状況に対応した実効性のある計画 28 

限られた資源の中で、選択と集中により効率的・効果的に取組を進められるよう、重29 

点的な取組を明らかにし、メリハリをつけた実効性のある計画とします。 30 

 31 

 32 

  33 
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 1 

 2 

 3 

SDGs(持続可能な開発目標) 4 

 5 

＊平成 27 年(2015 年)9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 6 

2030 アジェンダ」にて記載された、平成 28 年(2016 年)から令和 12 年(2030 年) 7 

までの国際目標で、17 のゴールと 169 のターゲットが示されています。 8 

    ＊「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現を基本理念として 9 

います。 10 

    ＊国においても、SDGs の実施を推進するため、平成 28 年(2016 年)5 月に「SDGs 11 

推進本部」を設置し、同年 12 月に「SDGs 実施指針」を策定して取組を進めており、 12 

令和元年(2019 年)には「SDGs アクションプラン 2020」を決定しています。「SDGs 13 

未来都市」の選定などにより、自治体における積極的な取組を推進しています。 14 

   ＊また、持続可能な社会の実現のため、SDGs の達成に向け、国や地方自治体のみならず、 15 

事業者等も積極的に取り組んでいます。 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

出典：SDGs のアイコン(国際連合広報センター) 33 

 34 

  35 
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４ 計画の構成と期間 1 

本計画は、「基本構想」、「基本計画」から構成します。 2 

 3 

■基本構想 4 

「基本構想」は、本市の現状や将来の見通しを基礎として、めざすまちの姿およびま5 

ちづくりの方向性について定めます。期間は令和 4年度(2022年度)から令和 15年度6 

(2033 年度)までの 12年間とします。 7 

 8 

■基本計画 9 

「基本計画」は、基本構想に基づいて、その具体化を図るための施策について定めま10 

す。成果目標を示し、達成に向けての進捗を評価できるようにします。市長の任期と合11 

わせる形で、期間は 4年間とし、前期・中期・後期で定めます。 12 

 13 

 14 

 15 

  16 

    ［構成］ 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

    ［計画期間］ 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

  38 

基本構想 

基本計画 

本市のめざすまちの姿およびまちづくりの

方向性について定めたもの。 

基本構想に基づいて、その具体化を図るた

めの施策について定めたもの。 

令和 4 
(2022) 

令和 5 
(2023) 

令和 6 
(2024) 

令和 7 
(2025) 

令和 8 
(2026) 

令和 9 
(2027) 

令和 10 
(2028) 

令和 11 
(2029) 

令和 12 
(2030) 

令和 13 
(2031) 

令和 14 
(2032) 

令和 15 
(2033) 

            

            

 

基本構想 12年間 

前期基本計画 中期基本計画 後期基本計画 

めざすまちの姿およびまちづくりの方向性 

基本構想に基づいた、その具体化を図るための施策 

年度 

4年間 4年間 4年間 
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第１章 彦根市をとりまく状況と未来 1 

１ 社会環境の変化と彦根市の状況 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

平成 29年(2017年)に国立社会保障・人口問題研究所(以下「社人研」という。)が公表した7 

推計(出生中位推計)によると、平成27年(2015年)に1億2,709万人であった日本の人口は、8 

令和 35 年(2053 年)には 9,924 万人、令和 47 年(2065 年)には 8,808 万人にまで減少する9 

とされており、本格的な人口減少社会を迎えます。同時に、少子高齢化が進行しており、令和10 

47 年(2065 年)には、国民の 2.6 人に 1人が 65歳以上になり、出生数は減少傾向であると推11 

計されています。人口減少、少子高齢化にともない、世帯員の減少など家族形態の変容もみら12 

れます。 13 

また、同推計(死亡中位推計)において、令和 47年(2065 年)には平均寿命が男性 84.95歳、14 

女性 91.35 歳となることが見込まれており、「人生 100 年時代」を迎える中、国では平成 2615 

年(2014 年)に「まち・ひと・しごと創生総合戦略」、平成 28年(2016年)に「ニッポン一億総16 

活躍プラン」、令和元年(2019 年)に第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」がそれぞれ閣17 

議決定され、人口構造の変化に対応していくための取組を進めています。 18 

 19 

 20 

総人口、世帯数ともに増加傾向にある一方、人口に占める年少人口(0～14歳)の割合は小さ21 

く、老年人口(65 歳～)の割合は大きくなっており、少子高齢化が進行しています。 22 

平成 27年(2015年) 23 

には、人口に占める老 24 

年人口(65 歳～)の割合 25 

が 23.4%で、約 4人 26 

に 1人が高齢者となっ 27 

ています。 28 

 29 

 30 

 31 

出典：国勢調査 ※割合は市統計書（平成 30 年版）に準ずる  32 

 33 

 34 

 35 

 36 

  37 

社会環境の変化 

彦根市の状況 

予想される未来の動き 

人口減少・少子高齢化 

▶ 団塊の世代がすべて 75歳以上になる(全国) － 令和 7年(2025年) 

▶ 生産年齢人口の割合が 60％を下回る(彦根市) － 令和 12年(2030年) 

▶ 人口が 10万人台となる(社人研推計)(彦根市) － 令和 22年(2040年) 

*出典：順に、滋賀県基本構想(2019年度～2030 年度)/日本の地域別将来人口(平成 30 年(2018年)推計)[社人研]/ 日本の地域別
将来人口(平成 30 年(2018年)推計)[社人研] 

22.6
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15.4

15.0

14.2

66.3

67.4

67.5

67.2

66.6

64.5

62.4

11.1

12.5

14.4

16.1

18.0

20.5

23.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

昭和60年

(1985年)

平成2年

(1990年)

平成7年

(1995年)

平成12年

(2000年)

平成17年

(2005年)

平成22年

(2010年)

平成27年

(2015年)

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳～）
総人口(人) 世帯数(世帯)

94,204 28,247

99,519 30,861

103,508 34,016

107,860 38,026

109,779 40,704

112,156 43,896

113,679 45,546 
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 1 

 2 

 3 

 4 

家族形態の変容、社会経済システムの変容、グローバル※化の進展、ICT※の発展・普及など5 

により、個人の価値観やライフスタイルの多様化が進んでいます。また、法務省の在留外国人6 

統計によると全国の在留外国人数は令和元年(2019 年)末時点で 290万人を超え、日本の全人7 

口の約 2%を占めており、今後も増加していく傾向にあります。 8 

こうした社会動向を背景に、年齢や性別、人種、国籍といった個人の属性に加え、学歴や職9 

歴、宗教や文化的背景、経済的背景、セクシャル・マイノリティ性のあり方、障害の有無等、10 

あらゆる多様性を互いに尊重し、認め合う社会の構築が求められています。 11 

ICT※の発展・普及により個人間のコミュニケーションが容易になったことで、自身の興味の12 

あるつながりやコミュニティが創出されやすくなった一方、地縁にもとづく地域コミュニティ13 

が弱体化しています。それに起因する、地域の防犯・防災力の低下、高齢者の孤独死のリスク14 

増、地域活動の担い手不足などの社会問題が生じており、国では、人と人、人と資源が世代や15 

分野を超えてつながる「地域共生社会※の実現」を進めています。 16 

また、令和元年(2019 年)に発生した新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の世界的感染17 

拡大の影響により、日常生活においてコミュニケーションの方法が変化するなど、‟新しい生活18 

様式”の実践が求められるようになりました。 19 

 20 

 21 

平成 25年(2013年)以降、外国人住民登録者数は平成 21年(2009 年)から平成 23年(201122 

年)にかけて減少したものの、平成 25年(2013年)以降は増加傾向にあり、令和元年(2019年)23 

には 2,500 人を超えています。外国人住民の国籍は、ベトナムが最も多く、中国、ブラジル、24 

フィリピンと続きます。また、人種、国籍に限らず、学歴や職歴、宗教や文化的背景、経済的25 

背景、性のあり方、障害の有無等の多様化がみられます。 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

資料：住民基本台帳等(各年 10 月 1 日現在) 39 

  40 

社会環境の変化 

価値観・ライフスタイルの多様化とコミュニティの変化・生活様式の転換 

彦根市の状況 

予想される未来の動き 

▶ 外国籍人口が総人口の 3.0％、330万人になる(全国) － 令和 22年(2040年) 

▶ 地域共生社会※の実現(全国) － 令和 22年(2040年) 

*出典：順に、日本の将来推計人口(平成 29年(2017 年)推計)[社人研]に基づき算出/厚生労働省 HP 
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 1 

 2 

 3 

 4 

経済は、国境を越えた貿易自由化交渉の進展やインターネットやスマートフォンをはじめと5 

する ICT※の発展・普及により、地理的・物理的な障壁が低くなったため、世界規模で経営資源6 

の流動性が高まり、グローバル※化が一層加速し、国際間競争が激しさを増しています。そうし7 

た中、国では持続的な経済成長を成し遂げるべく、IoT※、ロボット、人工知能(AI)、ビッグデ8 

ータ※、5G※等の先端技術を社会実装することで、経済発展と社会的課題の解決を両立する9 

「Society5.0※」の実現に向けた取組を推進しています。 10 

また、リニア中央新幹線が令和 9年(2027 年)に東京～名古屋間、令和 27年(2045 年)に名11 

古屋～大阪間で開業することが予定されており、三大都市圏が、それぞれの特色を発揮しつつ12 

一体化していく「スーパー・メガリージョン」の形成が期待されています。 13 

生産年齢人口の減少、働き方の多様化等が進む中、生産性の向上とともに、就業機会の拡大14 

や意欲・能力を存分に発揮できる環境を作ることが重要な課題となっており、個々の事情に応15 

じ、多様な働き方を選択できる社会の実現をめざした「働き方改革」が求められています。デ16 

ジタル化や働き方改革の動きは、新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の影響から、推進の17 

必要性が一層高まっています。 18 

 19 

 20 

 21 

市内大学をはじめとした高等教育機関と協定を締結し、連携しながら、データ等に基づいた22 

政策立案(EBPM)を推進するとともに、行政の持つデータを利活用する取組を進めています。 23 

また、各種料金の支払いにおけるキャッシュレス※化や窓口における混雑緩和などを進め、市24 

民の利便性の向上を図るとともに、庁内では文書管理システム(電子決裁)、オンライン※会議シ25 

ステム等の導入に取り組んできたことにより、事務処理の効率化・迅速化、働き方改革の取組26 

が進んでいます。 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

  40 

社会環境の変化 

社会経済構造の変化と新たな技術の革新 

彦根市の状況 

予想される未来の動き 

▶ 北陸新幹線金沢～敦賀間が延伸・開業する － 令和 6年(2024年) 

▶ ドローン※配送が本格運用され普及する(全国) － 令和 7年(2025年) 

▶ 国・地方の行政のデジタル化が完了する(全国) － 令和 8年(2026年) 

▶ リニア中央新幹線東京～名古屋間が開業する － 令和 9年(2027年) 

▶ AR※・VR※技術が高度化し眼鏡型端末がなくても立体動画が表示できるようになる(全国) 

－ 令和 12年(2030年) 

*出典：順に、JR西日本 HP/自治体の DX 推進について［令和 2年 11月 総務省］/未来をつかむ TECH 戦略［平成 30年 7 月 総務
省］/リニア中央新幹線［JR東海］/未来をつかむ TECH 戦略［平成 30年 7月 総務省］ 
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 3 

 4 

国では、令和 2年度(2020 年度)からスタートした「第 2期まち・ひと・しごと創生総合戦5 

略」に基づき、新しい時代の流れを力にしつつ、地方へのひと・資金の流れを強化し、より一6 

層の地方創生の充実・強化に取り組んでいくものとしています。 7 

平成 15 年(2003 年)にビジット・ジャパン事業※を開始したことを皮切りに、平成 18 年8 

(2006年)に観光立国推進基本法が成立し、平成20年(2008年)には観光庁が設置されるなど、9 

観光立国に向けた取組が本格化しています。平成 15 年(2003 年)に 500 万人程度であった訪10 

日外国人観光客数は、平成 30 年(2018 年)には 3,000 万人を超えるなど、急増していました11 

が、新型コロナウイルス感染症(COVID-19)の影響により激減しています。 12 

また、平成 28年(2016年)に「特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律」(IR 推進13 

法)が成立したことにより、ホテルや国際会議場・展示施設などの MICE※施設、レストラン、14 

ショッピングモール、劇場、アミューズメント施設、カジノなどが一体となった統合型リゾー15 

ト(IR)の整備に向けた道が開け、推進の動きが活発化しています。 16 

 17 

 18 

 19 

平成 19年(2007年)は「国宝・彦根城築城 400 年祭」が開催されたことから、年間 400万20 

人を超える観光客がありましたが、それ以降はおおむね年間 300 万人から 350 万人の間を推21 

移しています。 22 

彦根城の世界遺産登録に向けた取組を進めています。令和 2 年(2020 年)2 月には滋賀県と23 

「彦根城の世界遺産登録推進に関する協定書」を締結し、同年 3月には国に対し「彦根城世界24 

遺産登録に向けた推薦書原案」を提出するなど、登録推進のための取組を滋賀県と協働して進25 

めています。 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

資料：滋賀県観光入込客統計調査書 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

  40 

社会環境の変化 

地域の魅力と活力の創生 

彦根市の状況 

▶ 彦根城が世界遺産に登録される(彦根市) － 令和 6年(2024年) 

▶ 国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会が滋賀県で開催される(彦根市主会場)  

－ 令和 7年(2025年) 

▶ 大阪・関西万博が開催される(関西) － 令和 7年(2025年) 

予想される未来の動き 

*出典：順に、彦根市 HP/滋賀県 HP/公益社団法人 2025 年日本国際博覧会 HP 
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近年、東日本大震災(平成 23 年(2011 年))、熊本地震(平成 28 年(2016 年))、北海道胆振5 

東部地震(平成 30年(2018 年))など、大規模な地震が連続して発生しています。また、政府地6 

震調査研究推進本部の評価(南海トラフの地震活動の長期評価(第二版))によると、南海トラフ7 

地震は今後 30年以内の発生確率が 70～80％と言われています。 8 

気候変動が一因とされる水害も多く発生しており、「平成 30年 7月豪雨」や「令和元年東日9 

本台風(台風第 19 号)」などでは広範囲にわたって、甚大な被害がもたらされるなど、自然災10 

害のリスクを内包している日本では、強靭性の向上が大きな課題となっています。 11 

国では平成 25年(2013年)より、人命を守り、また経済社会への被害が致命的なものになら12 

ず迅速に回復する、「強さとしなやかさ」を備えた国土、経済社会システムの構築に向けた国土13 

強靭化の取組を進めています。 14 

また、犯罪については、刑法犯罪件数は近年、戦後最少を更新し続けるなど、減少傾向にあ15 

りますが、架空料金請求詐欺等の特殊詐欺は、依然として高い水準が続いています。また、コ16 

ンピュータ技術等を悪用するサイバー犯罪については、犯罪手口が高度化・多様化しており、17 

その脅威が深刻化しています。 18 

 19 

 20 

 21 

   人口減少や少子高齢化の進行等による地域防災力の低下、22 

老朽化した公共施設等の更新・維持の困難性が懸念され、更23 

には鈴鹿西縁断層帯などの活断層による地震災害や強力な台24 

風や竜巻、局地的な大雨、集中豪雨等の風水害などへの対応25 

が求められます。 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

出典：滋賀県防災情報マップ解説 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

  40 

社会環境の変化 

防災・防犯への対応 

彦根市の状況 

▶ 評価時点(平成 25年(2013年))から 30年以内に南海トラフ地震が 70～80％の確率で発生

する 

予想される未来の動き 

*出典：南海トラフの地震活動の長期評価(第二版)［平成 25年 5月 政府地震調査研究推進本部］ 
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高度成長期に集中的に整備された道路や橋梁、トンネル、上下水道などの社会資本ストック5 

※は、今後 20年間で、建設後 50年以上を経過する施設の割合が加速度的に高くなる傾向にあ6 

り、これら施設の長寿命化を図るために、計画的な維持管理・更新が必要となっています。 7 

空き家や空き地の増加も近年、大きな問題となっています。すでに世帯総数より住宅ストッ8 

ク※数が多く、平成 30年(2018 年)の住宅・土地統計調査によると、空き家は 848万 9千戸あ9 

り、空き家率は過去最高の 13.6%となっています。所有者不明土地研究会(一般財団法人国土10 

計画協会)の最終報告(平成 29年(2017 年)12 月)によると、空き地については、41,000 ㎢が11 

所有者不明な土地と推計されています。また、世帯土地統計によると、世帯所有の空き地は平12 

成 20 年(2008 年)に 632 ㎢だったものが、平成 30 年(2018 年)には 1,364 ㎢となるなど、13 

急激に増加しています。所有者が適切に管理していない空き家の中には、安全性の低下、公衆14 

衛生の悪化、景観の阻害など多岐にわたる問題を生じさせ、地域住民の生活環境に深刻な影響15 

を及ぼしているものもあり、社会問題化しています。 16 

 17 

 18 

 19 

平成 25 年(2013 年)から平成 30 年(2018 年)にかけて、空き家は減少しているものの、全20 

体的には増加傾向にあります。 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

資料：住宅・土地統計調査 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

  40 

社会環境の変化 

都市基盤の利用向上への対応 

彦根市の状況 
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▶ 「地方創生」「働き方改革」の動きにともない、空き家の流通市場が活発化する(全国) 

▶ 公共建築物の 85％が築 30 年以上になる(彦根市) － 令和 16年(2034年) 

予想される未来の動き 

*出典：順に、まち・ひと・しごと創生基本方針 2020［令和 2年 7月 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部］・空き家・空き地等
の流通活性化の推進について［令和元年 5月 国土交通省］/彦根市公共施設等総合管理計画(平成 28年 3月) 
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平成 12年(2000年)4 月に地方分権一括法が施行されて以降、地方分権改革が進められ、国5 

から都道府県へ、さらに都道府県から市町村へ、事務・権限が移譲されるなど地方の役割分担6 

が明確化され、地域の実情にともなった行政の展開とともに、まちづくりへの市民参加・協働、7 

官民連携が進んできています。 8 

また、厳しい財政状況の中、各自治体はデータ等に基づいた政策立案(EBPM)の考えのもと、9 

行財政運営についての透明性を高めつつ、より効率的・効果的な行財政システムの構築や公共10 

サービスの質の維持・向上が求められており、医療・福祉・商業等の生活機能を確保していく11 

ためにも、コンパクトなまちづくり※や周辺自治体との広域連携を図っていくことが重要にな12 

っています。 13 

一方で、社会的なニーズは多様化・高度化しており、行政だけでは対応がしにくい領域では、14 

市民や NPO、事業者などとの連携が不可欠となっています。国の令和 22 年(2040 年)を見据15 

えた「自治体戦略 2040構想研究会」においても、「公共私によるくらしの維持」として新しい16 

公共私の協力関係の構築が必要としており、地域に関わる多様な主体が協働でまちづくりを行17 

うことが一層重視されています。 18 

 19 

 20 

普通会計歳出決算額は平成 26年度(2014年度)以降、増加傾向にあります。また、近年、扶21 

助費、介護保険事業などに対する繰出金が増加傾向にあります。 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

資料：彦根市一般会計・特別会計歳入・歳出決算および基金運用審査意見書 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

  40 

社会環境の変化 

地方分権と行財政改革の推進 

彦根市の状況 

67.6

69.4

72.3

72.4

72.1

70.8

94.9

95.7

99.2

102.4

103.2

106.1

34.0

40.1

33.3

33.4

33.6

38.3

67.0

48.4

64.5

63.2

46.2

55.9

0.3

0.0

0.0

0.3

1.4

0.2

56.9

63.2

65.7

70.3

70.8

69.8

20.9

25.9

25.9

26.6

25.9

23.9

57.3

58.4

59.4

59.7

60.4

60.4

18.8

15.6

11.9

14.8

24.8

20.4

417.6

416.7

432.3

443.0

438.4

445.7

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

平成26年度

(2014年度)

平成27年度

(2015年度)

平成28年度

(2016年度)

平成29年度

(2017年度)

平成30年度

(2018年度)

令和元年度

(2019年度)
(億円)

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費 災害復旧事業費 物件費 補助費等 繰出金 その他

▶ データを利活用した政策立案や地域経営が進む(全国) 

▶ 新しい公共私の協力関係が構築され、協働によるまちづくりが進む(全国) 

予想される未来の動き 

*出典：順に、統計改革推進会議最終とりまとめ［平成 29年 5 月 首相官邸］・彦根市行政改革大綱第 5 次(令和元年 11月)/自治体
戦略 2040 研究会第二次報告［平成 30年 7月 総務省］ 

*少数第 2 位を四捨五入しているため、各金額の合計が総額と一致しない場合があります。 
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地球温暖化の問題は、人類の生存基盤に関わる問題と認識されており、その対策は世界全体5 

の喫緊の課題となっています。既に世界的に平均気温の上昇や、雪氷の融解、海面水位の上昇6 

などが観測されており、自然災害の発生や生物多様性を脅かすなどの影響等が出ています。 7 

地球温暖化は、人為起源の温室効果ガス※の排出が原因とされており、温室効果ガス※の排出8 

抑制および脱炭素社会への移行が全世界的に求められる中、平成 27 年(2015 年)12 月に「国9 

連気候変動枠組条約第 21回締約国会議(COP21)」で気候変動抑制に関する多国間の国際的な10 

協定として「パリ協定」が結ばれ(平成 28年(2016 年)11 月に発効)ました。、国においては平11 

成 28 年(2016 年)に「地球温暖化対策計画」が閣議決定され、令和 32 年(2050 年)までに12 

2013 年度比 80%まで温室効果ガス※の排出を全体としてゼロ(温室効果ガスの排出量から、森13 

林などによる吸収量を差し引いてゼロ)にすることを目指して、「2050 年カーボンニュートラ14 

ル※に伴うグリーン成長戦略」(令和 2年(2021年)12 月 25日)を策定しています。削減するこ15 

とを長期目標として掲げています。 16 

また、大量生産・大量消費・大量廃棄の社会から、ごみの減量や再資源化等による循環型社17 

会への転換、自然と共生する持続可能な社会の実現が求められています。 18 

 19 

 20 

 21 

年によってばらつきはあるものの、平均気温は高まってきており、温暖化傾向にあります。 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

資料：地点別過去の気象データ 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

  39 

社会環境の変化 

地球環境の変化 

彦根市の状況 

▶ 新ごみ処理施設が供用開始する(彦根市・愛荘町・豊郷町・甲良町・多賀町)  

－ 令和 11年(2029年) 

▶ 温室効果ガス※の排出が 26.0％減(平成 25年度(2013年度)比)の水準になる(全国) 

－ 令和 12年(2030年) 

予想される未来の動き 

*出典：順に、彦根愛知犬上地域新ごみ処理施設整備基本計画[彦根愛知犬上広域行政組合] /2020年以降の新たな温室効果ガス※排
出削減目標［環境省 HP］ 
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２ 想定される未来 1 

大きく社会環境が変化する中、特に重要な視点を「バックキャスト※」で検討し、社会環境の2 

動向や今後の彦根市の動きから、令和 15年(2033 年)の「想定される未来(ありうる未来)」を、3 

「人」、「まち」、「仕組み」ごとに、次のとおり描きます。 4 

 5 

  【社会環境の動向や彦根市での動き(未来事実)】   【想定される未来(ありうる未来)】 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

  39 

○多様な人々がそれぞれ地域社会で

活躍 

人をとりまく動き 

長寿命化  高齢者の増加 

生産年齢人口の減少  

外国人人口（外国人労働者）の増加 

女性活躍の進展  子育て環境の充実 

働き方・生き方の多様化 

社会課題の多様化・複雑化 

市内大学への入学を契機に市外出身の

若者の市内への流入 

地域と学校とのつながりの強化 

○AIや RPA※等自動化が進む中、人

それぞれの専門性を発揮 

○若者が地域を学びの場とし、地域

に居着き、子どもを産み育てる 

○スポーツの活性化（観戦・参加）に

より彦根市の活力向上 

○彦根城を中心としたまちの環境が

向上し観光客も市民も満足なまち 

○便利な交通手段で、誰もが快適な

日常生活を営み、観光客も移動し

やすいまち 

○歩いて、自転車で安心して暮らせ

るまち 

 
 

まちをとりまく動き 

彦根市スポーツ・文化交流センター整備(市) 

(仮称)金亀公園整備(県) 

国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ

大会開催（2025年） 

交流人口(選手・関係者・観客)の増加 

「彦根城」の世界遺産登録 

観光客の増加 

図書館整備 

免許返納者の増加 

MaaS※や自動運転の発達 

環境にやさしい新たな交通手段の提案 

コンパクトなまちづくり※の推進 

○オンライン※で手続き、ノンストップ

サービス※ 

 

○データ等に基づいた政策立案 

(EBPM) 

仕組みをとりまく動き 

高等教育機関との連携 

デジタル化の推進 

○家庭、地域全体、様々なサービスで

子育てができる 
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３ 市民等の意向 1 

      2 

 3 

 4 

 5 

まちへの愛着は高い(8割以上が「彦根市が好き」)ものの定住意向は比較的低く 6割程度に6 

とどまっています。 7 

市民意識調査結果「彦根市が好きですか。」 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

市民意識調査結果「彦根市に住み続けたいと思いますか。」 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

「生涯にわたって住み慣れた地域で生活できるやすらぎのまち」との回答が最も多く、次い24 

で「自然、風景、景観を生かした暮らしができる環境と共生したまち」があげられていること25 

から、環境を大切にしながら安心して住み続けられるまちの将来像が期待されています。 26 

市民意識調査結果「彦根市がどのようなまちになるとよいと思いますか。(複数回答）」 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

  39 

まちの将来像 

まちへの愛着と定住意向 

市民等の意向把握として、令和元年(2019 年)に「市民意識調査」、「関係団体ヒアリング」、「庁
内若手職員ワークショップ」を実施しました。なお、市民意識調査については、「一般市民」「小
学生」「外国人」を対象に実施しました。 

22.4 61.1 4.6 

3.4 

8.0 0.5 

0 20 40 60 80 100

%

とても好き どちらかといえば好き

どちらかといえば好きではない 好きではない

わからない 無回答

61.3 31.1 5.4 

1.5 

0.7 

0 20 40 60 80 100

%

住み続けたい どちらともいえない 市外へ移りたい

その他 無回答

49.1 

40.6 

23.4 

21.9 

18.5 

13.1 

9.5 

7.3 

5.1 

1.7 

2.2 

0 20 40 60

生涯にわたって住み慣れた地域で生活できるやすらぎのまち

自然、風景、景観を生かした暮らしができる環境と共生したまち

多様な「働く場」がある活力あふれるまち

自然や歴史的資産を生かした観光とレクリエーションのまち

買い物時間を楽しく過ごせるにぎやかな商業のまち

市民がいきいきと主体的にまちづくりを進めるまち

伝統文化と新しい文化の両方に触れられる芸術文化のまち

国内外を含め多くの人々に温かく開かれた交流のまち

大学や研究機関などが集まった学術研究のまち

その他

無回答
%
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 1 

まちづくりの各取組に関して、市民等より次のような取組が重要と考えられています。その2 

中で、市民意識調査からみえる傾向は次ページに示すとおりです。 3 
 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

 40 

 41 

 42 

 43 

 44 

  45 

まちづくりの取組 

まちづくりの各取組における重要な点についての市民、関係団体、庁内からの主な意見 

子育て・
教育 

人権 

・これからの人口減少社会において「福祉施策 

の充実」が重要 

・高齢者・障害者・子育て家庭が外出しやすい 

環境づくり 

・支援体制の充実 

・多世代の助け合いの仕組みづくり 

・高齢者の健康づくり、生きがいづくり など 

男女共同
参画 

多文化 
共生 

福祉・ 
健康 

 

医療 

スポーツ 

文化・ 
芸術 

観光 

産業 

都市基盤 

市民交流 

市民協働 

環境 

防災 

・人権意識が重要、多様性と人権を結び付けた 

考え方を柱のひとつに設定することが必要 

・人権教育の推進 

・人権に興味をもってもらえるイベント など 

・趣味・教養からスポーツまで、幅広い内容の 

機会の提供 

・「スポーツを通じたまちづくり」の推進 

・現役引退世代がいきいきと地域で活躍できる 

仕掛けづくり            など 

・歴史・文化が魅力と認識されている 

・歴史・文化資源の保存・活用 

・文化や資源等の発信 

・豊富な観光資源を生かした観光振興 

・城下町としての景観づくり 

・新しい観光資源の発掘、メニューづくり 

・彦根城の世界遺産登録の取組     など 

・男女が共に能力を発揮できる働き方や職場 

づくり 

 ・国や県の動向を待たずに男女共同参画社会 

実現の施策を実施          など 

・外国人市民が住んでいて困っていることで最

も多いのは「地域の人などとの交流がない」 

・外国語講座や交流機会など、国際理解を深め 

るための場の提供 

 ・外国人を担い手と捉え、意見を反映し、市民

ぐるみで交流 

 ・外国人労働者を地域へつなぐ     など 

・地産地消の推進 

・既存企業・中小企業の育成 

・魅力ある商店街づくり」 

・若い起業者の出店で活性化 

・起業・創業、スタートアップを促進 

・AI・IT産業の誘致 

・大学との連携              など 

・環境に関する評価は高い 

・自然環境・生物環境の保全 

・ごみ減量・リサイクルの推進     など 

・「市民のまちづくりへの参加」についての評価 

は低いが、地域活動への参加意向は高い 

・市民の取組を応援する仕組みづくり 

・市民が交流できる場や機会 

・市民活動の拠点整備 

・団体間の連携・協働         など 

・「市民の意見が市政に反映されている」につ

いて市民の評価が低い 

・市民と行政の協働の機会が少ない 

・きめ細かな市政情報の提供 

・協働を進めるための情報発信や相談窓口の役割

を果たしたい             など 

・「安全で安心なまち」を望む 

・災害発生時の情報収集・伝達体制の充実 

・住民同士の助け合いなど、地域住民による自主 

防災体制等の整備・支援         など 

・公共交通環境の充実 

・交通渋滞対策などの道路整備 

・公園整備 

・空き家の活用            など 

・安心して子どもを産み育てられる環境の整備 

・官民連携で安心して子育てができる暮らし 

やすいまちづくり 

・シチズンシップ教育※ 

・教育施策の充実 

・人材育成              など 

・地域医療体制の充実に関して、市立病院の機

能充実、医師等の医療従事者の確保  など 

・上質な芸術に触れる機会の充実    など 

生きがい
づくり 
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［市民意識調査より（評価と今後の取組に関して）］     1 

全体的な傾向として、「都市基盤」「市政参加、市民交流」「福祉」「子育て・教育」に関する2 

取組の評価が低く、「環境」「歴史・文化」「観光」「産業(農林水産業、工業、商業)」に関する3 

取組の評価は高くなっています。 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

  40 

評価の全体的な傾向 重要な取組 

低
都市基盤 

○公共交通環境の充実 

○産業、観光、福祉など様々な分野の連携の強化 

36.5％ 

26.5％ 

 

文化・芸術 
○子どもたちが上質な芸術にふれ、創作活動等に親しむ機会の 
充実 

○ひこね市文化プラザの機能充実 

47.7％ 
 
35.8％ 

 

農林水産業 
○地産地消の推進 

○後継者・新たな就業希望者の育成・支援 

33.1％ 

27.5％ 

 工業 
○既存企業・中小企業の育成 

○技術者や研究者などの人材育成 

43.8％ 

36.3％ 

 商業 
○魅力ある商店街づくり 

○観光事業との連携による物産事業の振興 

56.7％ 

43.3％ 

 

人権 
○人権教育の推進 

○市民の主体的な活動の支援 

41.8％ 

30.2％ 

 男女共同参画 
○男女が共に能力を発揮できる働き方や職場づくり（啓発など） 

○地域等におけるしきたりや習慣の見直し 
51.3％ 

36.5％ 

 
多文化共生 

○市役所、病院などへの通訳の配置や外国語による相談窓口の 
充実 

○外国人住民に向けた情報提供の充実 

37.2％ 
 
32.4％ 

 

医療 
○市立病院の機能充実 

○医師等の医療従事者の確保 

50.4％ 

47.2％ 

 

防災 
○災害発生時の情報収集・伝達体制の充実 
○住民同士の助け合いなど、地域住民による自主防災体制等の 

整備・支援 

35.5％ 
33.6％ 

 

生きがい 
○趣味・教養からスポーツまで、幅広い内容の機会の提供 

○社会教育施設（公民館、図書館等）の機能充実 

53.8％ 

29.2％ 

 

環境 
○森林や河川、湖岸など、自然環境・生物環境の保全 

○ごみの減量化や安全なごみ処理、リサイクルの推進 
53.5％ 

31.9％ 

 

子育て・教育 
○安心して子どもを産み育てられる環境の整備 

○いじめや不登校、虐待等に対する対策 

45.7％ 

26.0％ 

 

福祉 
○福祉施策の充実 
○高齢者や障害者などの要介護家庭、子育て家庭への支援体制 
の充実 

39.9％ 
35.5％ 

 

市政参加 
○「広報ひこね」などによるきめ細かな市政情報の提供 

○要望・提言制度の活用 

53.5％ 

36.3％ 

 
市民交流 

○市民の取組を応援する仕組みづくり 

○市民による国際交流活動の推進 

32.1％ 

26.8％ 

 

観光 
○城下町としての景観づくり 

○食が楽しめる彦根をテーマとした観光メニューづくり 
41.1％ 

31.9％ 

 
歴史・文化 

○彦根城をはじめとする歴史・文化資源の保存・活用 

○城下町、宿場町のまちなみ整備 

51.6％ 

32.8％ 

 

a
鉄道・バスなどの公共交通機関

の便利がよい

b
市民の意見などが市政に反映さ
れている

c
市民がまちづくりに積極的に参
加している

d
歩道・自転車道が整備されてい
る

e
高齢者・障害者・子育て家庭が
外出しやすい環境が整っている

f 働きがいのある職場が多い

g 道路が整備されている

h
自治会活動などを中心に地域社

会としてのまとまりがある

i
公園やスポーツ施設が整備され

ている

j
図書館、博物館などの文化施設
が整備されている

k
高齢者・障害者・子どもなどの
福祉施設が整備されている

l
火事や地震、水害などに対する
防災体制が整っている

m
信号機・ガードレールなどの交
通安全施設が整備されている

n
生涯を通して生きがいに満ちた

まちである

o
医院や病院などの医療施設が整

備されている

p
人権を尊び、お互いに助けあ

い、信頼しあうまちである

q
公民館や集会所などが整備され

ている

r
学校等の教育施設が整備されて
いる

s 買物が便利である

t 河川・排水路が整備されている

u
歴史と伝統を生かした文化的で
活気のあるまちである

v ごみ処理体制が整っている

w 下水道が整備されている

x
歴史的景観や湖岸など街並みや

風景が美しい

y 水や緑などの自然環境がよい

高

 

※各分野についての「今後重要な取組」に関する設問における

上位 2項目及びその回答者割合。 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

  40 

 

 

 

○「都市基盤」については、公共交通の利便性(a)、道路整備(d,g)の観点から評価が低く、公共交通(道路交

通)環境の充実が求められている。 

○「市政参加、市民交流」については、市政への市民意見の反映(b)、まちづくりの参加(c)、地域のコミュニ

ティ形成(h)の観点から評価が低く、半数以上からきめ細かな市政情報の提供の充実が求められており、ま

た、市民の取組を支援する仕組みづくりが求められている。 

○「福祉」については、外出のしやすさ(e)や福祉施設整備(k)の観点から評価が低く、施策全般の充実や支援

体制の充実が求められている。 

○「子育て・教育」については、教育施設整備(r)の観点から一定の評価はあるが、外出のしやすさ(e)や福祉

施設整備(k)の観点から評価が低く、安心して子どもを産み育てられる環境の整備が求められている。 

 
 

○「生きがい」については、一定の評価はあるが、公園やスポーツ施設の整備(i)の観点で、前回調査より評

価が低くなっており、半数以上から生涯学習やスポーツの取組の内容や機会の充実が求められている。 

○「文化・芸術」については、文化施設の整備(j)の観点からは一定の評価があり、芸術に触れる機会や施設

機能の充実が求められている。 

○「防災」については、防災体制の整備(l)の観点からは一定の評価があり、より一層、情報提供や地域にお

ける体制の充実が求められている。 

 

○「医療」については、医療施設の整備(o)の観点から一定の評価はあるが、半数以上からより一層の病院機

能の充実が求められている。 

 

○「人権」「男女共同参画」「多文化共生」については、人権を尊び、お互いに助けあい、信頼しあうまち(p)

について一定の評価はあるが、「どちらともいえない」との評価も多く、教育や啓発、情報提供の取組が求

められている。特に半数以上から、働き方・職場における男女共同参画が求められている。 

 

 

 

○「産業（農林水産業、工業、商業）」については、職場(f)の観点で評価は低いが、まちの活気(u)の観点か

ら評価は高く、より一層の地産地消、企業の育成の取組が求められている。特に半数以上から、魅力ある

商店街づくりが求められている。 

 

 

○「観光」「歴史・文化」については、美しい景観(x)の観点から評価は高く、より一層の景観づくりが求めら

れている。特に半数以上から、歴史・文化資源の保存・活用の取組が求められている。 

 

 

○「環境」については、自然環境(ｙ)、ごみ処理(v)の観点から評価は高く、半数以上から、より一層の自然

環境・生物環境の保全が求められており、また、ごみ減量の取組が求められている。 

まとめ 
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４ 彦根市の特性 1 

彦根市は昭和 12 年(1937 年)に市政を施行し、合併等により昭和 43 年(1968 年)に現在の2 

彦根市となっています。滋賀県の東部に位置し、琵琶湖東北部および湖東の中心都市として発3 

展してきました。昭和 52 年(1977 年)に市民憲章、昭和 58 年(1983 年)に核兵器廃絶都市宣4 

言、昭和 61 年(1986 年)に人権尊重都市宣言、平成 20 年(2008 年)に低炭素社会構築都市宣5 

言を制定し、まちづくりを進めています。 6 
 7 

■脈々と受け継がれる歴史あるまち 8 

彦根の歴史は古代にまでさかのぼりますが、彦根城が築城され、江戸時代に彦根藩 35 万石9 

の城下町として栄え、本格的な歩みを始めました。中世から近世にかけての貴重な歴史遺産が10 

今なお、数多く存在し、歴史的、文化的な風情を色濃くとどめています。 11 

小学生や外国人を含め市民の誇れるところ最上位は「彦根城」で、続いて「歴史や伝統、歴12 

史的まちなみ、城下町」などがあげられています。関係団体等においても「彦根城をはじめと13 

する観光資源、文化財が多く存在し、情緒がある」などが魅力と認識されています。 14 

世界遺産登録をめざす彦根城をはじめ、佐和山城跡や城下町の風情、また歴史に裏付けされ15 

た伝統文化、伝統産業など、彦根市は「脈々と受け継がれる歴史のあるまち」です。 16 
 17 

■豊かな自然に恵まれたまち 18 

琵琶湖国定公園や鈴鹿国定公園に囲まれた近江盆地の一角にあり、西は琵琶湖に面していま19 

す。琵琶湖に注ぐ、芹川、犬上川、宇曽川、愛知川が流れており、彦根山、荒神山、雨壷山な20 

どの山々が点在し、水と緑に恵まれた豊かな自然環境があります。 21 

また、琵琶湖の影響により、夏、冬の気温の変化が緩和され、比較的おだやかな気候で、地22 

震や風水害といった自然災害の少ないまちです。 23 

「歴史あるまち」と並んで、「琵琶湖や山などの豊かな自然」も市民の誇り、まちの魅力と認24 

識されています。 25 
  26 

■交わり・共生のまち(人・もの・情報が交わる結節点) 27 

古代の東山道より、近世の中山道等、交通の要衝であり、近畿圏・中部圏・北陸圏の交通結28 

節点として位置づけられます。現在も名神高速道路、国道8号などの主要幹線道路や東海道新29 

幹線、JR東海道線、近江鉄道等の鉄道網が交わるまちです。 30 

また、暖かい地方に生息する植物の北限地、寒い地方に生息する植物の南限地と考えられて31 

おり、かつ日本海側と太平洋側両方の植物がみられるまちです。 32 

多くの観光客が訪れるまち、外国人住民が増加傾向にあるまちであり、彦根市は人・もの・33 

情報が交わる結節点、「交わり・共生のまち」です。 34 
 35 

■若者が集う学術研究のまち 36 

市内には３つの大学があり、大学院課程を含めると 6,000 人(令和 2年(2020 年)現在)を超37 

える若者が学生生活を送っています。各大学との連携に加え、学生については少なくとも 4年38 

間の彦根市での生活を契機として、卒業後も関係人口として本市への関与が望まれます。 39 

さらに、滋賀県と米国ミシガン州との姉妹提携 20 周年を記念して設立されたミシガン州立40 

大学連合日本センターは開所から30年を迎え、両県州の国際交流の拠点となっています。 41 
 42 

■自立的な文化圏を形成しているまち 43 

平成21年(2009 年)に愛荘町、豊郷町、甲良町、多賀町と「湖東定住自立圏形成協定」を締44 

結し、彦根市はその中心市としての役割を担っています。 45 

また、上記に示す通り、交通結節点であり、大都市へのアクセス性が高いまちであるととも46 

に、大学や企業が立地し、昼間人口が多いまちです。 47 
  48 
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 31 
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   40 

  41 

彦根市民憲章 (昭和 52年(1977年)2 月 11日制定) 

豊かな自然と歴史遺産に恵まれた彦根市に住むわたくしたちは、先人のたゆまない努力によって 

築かれた郷土に誇りと責任をもち、風格と魅力のある都市を創造していくために努力します。 

わたくしたち彦根市民は、 
 

■郷土を愛し、水と緑の美しいまちをつくります。 

■歴史と伝統を生かし、文化の香り高いまちをつくります。 

■人権を尊び、お互いに助けあい、信頼しあうまちをつくります。 

■心とからだを鍛え、働く喜びに満ちたまちをつくります。 

■若い力を育て、夢と活気のみなぎるまちをつくります。 

 

都市宣言 

核兵器廃絶都市宣言 (昭和 58年(1983年)10月 1日宣言) 

世界の恒久平和は、人類共通の願いである。 

しかるに、核兵器は、ますます量的拡大と質的高度化の一途をたどり、人類の平和共存に深刻 

な脅威を与えている。 

我が国が世界唯一の核被爆国として、全世界の人々に、被爆の恐ろしさ、被爆者の苦しみを訴え、 

核の惨禍を二度と繰り返させないことが、国民に課せられた使命である。 

彦根市は、市民の安全のために、我が国の基本方針である非核 3原則を堅持することはもとより、 

更にすすんで世界の人々と相携えて、その希求する世界の恒久平和を実現するため、ここに核兵器 

廃絶の平和都市であることを宣言する。 

 

彦根市人権尊重都市宣言 (昭和 61年(1986年)4月 1日宣言) 

人権とは、人間が幸せに生きていく権利で、すべての人が生まれながらにもっている基本的な権利 

です。 

わたくしたち彦根市民は、 

日本国憲法の理念にのっとり、お互いに相手の立場を考え、広く豊かな人間関係をつくり、差別 

のない明るく住みよい社会を築くために、市民一人ひとりが、正しい人権意識の高揚に努め、市民 

憲章の実践を誓い、ここに彦根市を「人権尊重都市」とすることを宣言する。 

 

彦根市低炭素社会構築都市宣言 (平成 20年(2008年)7月 7日宣言) 

わたしたちは、化石燃料の利用により、豊かで快適な生活を享受してきたが、二酸化炭素などの 

温室効果ガス※を大量に排出した結果、地球的規模の温暖化を招くに至った。 

この地球温暖化は、異常気象の頻発による自然災害の激化など、人類の生存基盤である地球環境 

に大きな影響を与えており、早急に、温室効果ガス※の排出量が少ない、持続可能な社会システムを 

構築する必要に迫られている。 

この人類共通の課題を解決するため、わたしたち彦根市民は、低炭素社会の実現が自らの責任で 

あることを自覚し、あらゆる分野において温室効果ガス※の排出削減のための行動を実践することを 

誓い、ここに彦根市を「低炭素社会構築都市」とすることを宣言する。 
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第２章 彦根市の今後の取組に向けて 1 

１ 今後のまちづくりの視点 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

  37 

市民等の意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

彦根市をとりまく 

状況 

価値観・ライフスタイルの

多様化とコミュニティの

変化・生活様式の転換 

社会経済構造の変化と

新たな技術の革新 

地域の魅力と活力の 

創生 

防災・防犯への対応 

都市基盤の利用向上 

への対応 

地方分権と行財政改革

の推進 

地球環境の変化 

人口減少・少子高齢化 

 

人口減少・少子高齢化において 

■市民の定住促進 

■福祉施策の充実 

■健康づくり、生きがいづくり 

■子育て環境・教育の充実 

価値観等が多様化する社会において 

■多様性を認め合う社会づくり 

（人権尊重、男女共同参画社会、多文化共生推進） 

■生涯活躍できる仕組みづくり 

（生涯学習・スポーツ・文化芸術の推進） 

■誰一人取り残さない社会の実現 

ICT※の発達、新たな技術が進む社会において 

■新技術を活用した産業の新たな展開 

■大学等との連携 

■資源を生かした魅力・活力の向上 

安全・安心なまちが求められる中 

■防災・防犯の体制づくり 

■国土強靭化への取組 

■地域医療体制の充実 

厳しい財政状況の中、都市基盤の利用向上へ

の対応等、今後のまちづくりにおいて 

■交通環境の充実 

■コンパクトなまちづくり※の推進 

■空き家等の活用 

■豊かな自然環境の保全 

■市民交流・市民協働・官民連携の推進 

■行財政改革と広域連携の推進 

●市民意識調査 

 一般市民 

 小学生 

 外国人 

●関係団体ヒア

リング 

  

●若手職員ワー

クショップ 

  

今後取り組むべきポイント 

■脈々と受け継がれる歴史あるまち 

■豊かな自然に恵まれたまち 

■交わり・共生のまち 

■若者が集う学術研究のまち 

■自立的な文化圏を形成しているまち 

彦根市の特性 
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 1 

彦根市をとりまく状況、市民等の意向をふまえ、フォーキャスト※で、今後のまちづくり2 

の視点を整理するとともに、想定される未来(ありうる未来)からバックキャスト※で重点的3 

な視点を整理すると、彦根市の今後のまちづくりに向けての視点は次のとおりです。 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

  40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域で支え合う安全で安心

なまちの形成 

多様性を認め合い、誰もがいつ

までも活躍できる社会の形成 

歴史・文化や豊かな自然環境

の保全と活用 

資源と新技術を活用した産

業の新たな展開 

地域に関わる主体が協働し

て取り組むまちづくりの推進 

持続可能な地域経営 

想定される未来 

（ありうる未来） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多様な人々がそれぞれ
地域社会で活躍 

若者が地域を学びの場
とし、地域に居着き、子
どもを産み育てる 

今後のまちづくりの視点 

予想される未来の動き 

AI や RPA※等自動化が
進む中、人それぞれの
専門性を発揮 

彦根城を中心としたまち
の環境が向上し観光客
も市民も満足なまち 

便利な交通手段で、誰
もが快適な日常生活を
営み、観光客も移動しや
すいまち 

スポーツの活性化（観
戦・参加）により彦根市
の活力向上 

歩いて、自転車で安心
して移動できるまち 

オンライン※で手続き、 
ノンストップサービス※ 

データ等に基づいた
政策立案(EBPM) 

家庭、地域全体、様々な
サービスで子育てができる 

P13 参照 

どんな交通手段でも

快適に移動できるま

ちづくりの必要性 

デジタル化を通じて

行政サービスを向上

させる必要性 

市民の快適な暮らしを

維持しながら交流人口

を増加させる必要性 

多様な主体の相互理解

を促し、活躍の場を創

造する必要性 

社会環境の動向や彦根市での動き(未来事実) P13 参照 
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 1 

 2 

 3 

人口減少・少子高齢化により、家族形態の変容、価値観等の多様化や生活様式の変化、4 

地域コミュニティの弱体化が進み、様々な社会課題への対応が求められるようになってい5 

ます。団塊ジュニア世代が 65 歳に達し、65 歳以上人口がピークになる令和 22 年(20406 

年)をめどに(いわゆる 2040年問題)、身近な地域での人と人、人と社会がつながり支え合7 

う「地域共生社会※の実現」に向けた政策が国において進められており、福祉施策の充実は8 

もとより、分野を超えた支え合いの仕組みづくりの推進が求められます。 9 

そのような中で、高齢者も担い手の一員として社会に参加することや健康づくり、生き10 

がいづくりの視点が重要となっています。おり、あわせてまた、安心して子どもを産み育11 

てられる子育て環境や教育の充実が求められ、市民の定住促進に向けて、誰もが暮らしや12 

すい環境づくりが必要になっています。 13 

さらにあわせて、誰もが安心して暮らし続けられる持続可能なまちづくりを進めるため、14 

ソフト面と連携したコンパクトなまちづくり※の推進が求められます。 15 

また、災害が頻発する中、彦根市においても、安全で安心なまちが求められており、国16 

土強靭化の取組を進めるなど、災害に強いまちづくりを進めていく上で、住民同士の助け17 

合いが重要であり、地域で支え合う環境づくりが求められます。 18 
 19 

 20 

 21 

  22 

社会課題が多様化・複雑化する中で、個性や考え方を認め合って「一人ひとりが自分ら23 

しく生きる社会」をつくっていくことが重要となっています。おり、年齢、人種、国籍、24 

学歴や職歴、宗教や文化的背景、経済的背景、性のあり方、障害の有無等によらず、誰も25 

が役割と生きがいを持ちいつまでも活躍できる社会に向けた取組が必要になっています。 26 

彦根市において増加傾向にあるは、外国人住民を含め、市民全体があらゆる多様性を尊27 

重するが増加している状況であり、人権への関心を高め、共生する社会づくりを進めるが28 

向上するとともに、多文化共生の重要性が高まっています。 29 

あわせて、力強く生きる力を育むことが求められ、教育のあり方においても改革が図ら30 

れており、コミュニケーション力、実践力、主体性、多様性、協働性の視点が必要になっ31 

ています。 32 
 33 

 34 

 35 

 36 

多くの人から魅力と認識され、誇りと感じられている、彦根市の歴史・文化や豊かな自37 

然環境を保全し、持続可能な発展に向けて活用・共生していくことが求められます。 38 

古くから受け継がれてきている文化に新たな視点を融合し、彦根市の魅力をさらに向上39 

させるとともに、市民一人ひとりが愛着と誇りをもってともに新たな文化を創出していく40 

ことが求められます。 41 
  42 

地域で支え合う安全で安心なまちの形成 

多様性を認め合い、誰もがいつまでも活躍できる社会の形成 

歴史・文化や豊かな自然環境の保全と活用 



23 

 

 1 

 2 

 3 

彦根市の特性である歴史・文化や豊かな自然環境の保全と活用により、魅力を高めると4 

ともに、活力の創生につなげていくことが求められます。地方創生の取組が推進されると5 

ともに ICT※の発展・普及や先端技術の社会実装に向けた取組が進められており、彦根市に6 

おいても、新しい産業に目を向け、創出・育成される環境をつくることや、豊かな自然環7 

境や、やすらぎのある環境を生かし、新技術に関する産業の誘致など新たな展開が求めら8 

れます。また、市内に３つの大学が立地しており、大学との連携をより一層進めていくこ9 

とも重要となっています。 10 

資源を生かし、観光振興やスポーツを通じたまちづくりが求められており、彦根市に関11 

わる人を増やす産業や交流の展開が求められます。 12 
 13 

 14 

 15 

 16 

社会的なニーズが多様化・高度化する中、地域社会において暮らしを支える機能を維持17 

するためには、行政だけでは対応が難しく、まちづくりにおける市民参加・協働、官民連18 

携の促進などが必要不可欠となっています。新たな自治体行政の基本的考え方のひとつと19 

して「公共私によるくらしの維持」として新しい公共私の協力関係の構築が必要であり、20 

地域に関わる多様な主体が協働しまちづくりを推進していくことが求められます。あわせ21 

て地域のことは地域で解決する地域運営の視点も重視されます。 22 

様々な課題の解決に向けて、まちづくりへの市民等の積極的な参加・協働が必要であり、23 

そのための環境づくりが重要です。 24 

地域で進める地域運営や地域に関わる主体が協働して取組を進める上では、情報発信や25 

情報共有、横断的に連携・協働を支援する視点が求められます。 26 
 27 

 28 

 29 

 30 

地方分権や行財政改革の推進、持続可能な地域づくりが進められる中、彦根市は特に湖31 

東定住自立圏の中心市としての役割も担っています。「地域に関わる主体が協働して取り32 

組むまちづくりの推進」とあわせて、より一層の財政健全化や財源確保の取組等を進める33 

とともに、広域連携を推進していくことが求められます。 34 

  35 

資源と新技術を活用した産業の新たな展開 

地域に関わる主体が協働して取り組むまちづくりの推進 

持続可能な地域経営 
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 1 

 2 

 3 

以上の「今後のまちづくりの視点」において、次の点が横断的に取り組むべき「重点的4 

な視点」となります。 5 

 6 

 ○みんなそれぞれの居場所、学びや活躍の場づくり 7 

    働き方や生き方が多様化する中、様々な人々が多様性を認め合い共生する地域8 

社会をつくっていくためには、多様な主体の相互理解を促し、活躍の場を創造す9 

ることが必要です。そのために、特に、それぞれの居場所づくりや、「人生 100年10 

時代」に対応する、生涯を通じた学びや活躍の場づくりを進めることが求められ11 

ます。 12 

 13 

 ○スポーツや観光で彦根の魅力・活力の向上 14 

    彦根市においては、これからの未来に向けて、ワールドマスターズゲームズ15 

2021(10kmロードレース)および国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会の16 

開催に向けた取組や彦根城の世界遺産登録をめざした取組を進めています。これ17 

らを契機とした持続的発展が可能なまちづくりを行っていくためには、市民の快18 

適な暮らしを維持しながら交流人口を増加させることが必要です。スポーツや観19 

光などにより、彦根の魅力・活力の向上を図るまちづくりが求められます。 20 

 21 

 ○安心して快適に移動できる環境づくり 22 

    南北に長い市域を持つ彦根市において、市民生活や観光の質を高め、市民や観23 

光客の満足度の向上を図るためには、すべての人が市内のどの地域においても快24 

適に移動できることが重要です。コンパクトなまちづくり※が進められており、25 

MaaS※や自動運転の発達などが進むと想定される中、市民も観光客も、安心して26 

快適に移動できる環境づくりが求められます。 27 

 28 

 ○デジタル化とデータを利活用したまちづくりの推進 29 

    デジタル化が一層進展する社会に向けて、デジタル化を通じて行政サービスを30 

向上させ、市民の満足度の向上を図ることが必要です。様々なサービスのオンラ31 

イン※化やデータを利活用したまちづくりの推進が求められます。 32 

 33 

 34 

  35 

重点的な視点について 
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第３章 彦根市の将来像 1 

１ 将来人口 2 

「第 2期彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略 人口ビジョン」においては、総合戦略に3 

基づく取組を推進することで人口減少を抑制し、社人研推計準拠の場合を上回る令和 42 年4 

(2060 年)に総人口100,000 人の維持を目指すとしています。この推計に基づき、総合計画の5 

目標年次である令和 15年(2033 年)における総人口を概ね 113,000 人とします。 6 

世帯数については、これまでの動向から推計すると、今後も世帯人員が減少し、世帯数が増7 

加する傾向と見込まれるため、概ね 49,000 世帯とします。 8 

 9 

           「第 2 期彦根市まち・ひと・しごと創⽣総合戦略 人口ビジョン」における人口の将来展望 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

  34 
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 1 

 2 

また、年齢別人口構成については、今後も高齢化が進行し、令和 15年(2033 年)では 75歳3 

以上が 16.6％、65～74 歳が 11.8％になり、65 歳以上の高齢者人口が 28.4％になると見込4 

まれます。一方、15～64歳の生産年齢人口は 58.8％になると見込まれます。 5 

 6 

 7 

  年齢別人口構成 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

  40 

※推計の算出に関して 

 ・令和 15 年(2033年)の人口は人口ビジョン推計に基づき 1年刻みの補間推計により算出 

 ・令和 15 年(2033年)の世帯数は、平成 7年から平成 27年の国勢調査結果を用いてトレン 

ド推計※で将来の世帯人員を算出し、人口を除して算出 

・令和 15 年(2033年)の年齢別人口は人口ビジョン推計の年齢層別推計に基づき 1年刻み 

の補間推計により算出 
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２ めざすまちの姿 1 

基本構想の目標年次である令和 15年(2033 年)に実現する「めざすまちの姿」を、次のとおり2 

設定します。 3 

 4 

 5 

  歴史と文化を紡ぎ、未来を創造する、市民一人ひとりが輝くまち彦根 6 

    7 

  8 

    多様性を認め合い、受け入れ、互いに尊重し合って、誰もがその人らしく生き生きと生活9 

できるまち、市民一人ひとりが輝くまちをめざします。 10 

 11 

人口減少・少子高齢化がますます進む中、これからの彦根市の未来を創っていく子どもた12 

ちが健やかに育ち、若者が躍動していくまちをめざします。 13 

 14 

    先人から受け継がれてきた、彦根市が誇る歴史・文化と共生し、未来へつなぐとともに、15 

彦根市ならではの可能性(彦根城世界遺産登録、データサイエンス※都市)を見出し、生かしな16 

がら、新たな産業の展開を進め、にぎわいと交流があふれるまちをめざします。 17 

 18 

    彦根市の魅力である豊かな自然環境に包まれ、誰もが快適に暮らすことができる、安全・19 

安心なまちをめざします。 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

   未来に向けたこれらの思いを、みんなで共有し、‟オール彦根“で「めざすまちの姿」を実25 

現します。 26 

 27 

  28 
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第４章 政策の方向性 1 

 2 

１ 概要図 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

  34 

政策の方向性 

１ 誰もがその人らしく生き生きと暮らすまち 

２ 子どもが健やかに育ち、若者が躍動するまち 

４ 豊かな自然に包まれ、快適で安全・安心な 

まち 

政策推進のための取組 

めざすまちの姿 

地域で支え合う安全で安心

なまちの形成 

地域に関わる主体が協働し

て取り組むまちづくりの推進 

持続可能な地域経営 

歴史・文化や豊かな自然環境

の保全と活用 

資源と新技術を活用した産

業の新たな展開 

多様性を認め合い、誰もがいつ

までも活躍できる社会の形成 

P22、P23 参照 

今後のまちづくりの視点 

３ 歴史・文化資源と共生し、にぎわいと交流が 

あふれるまち 
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２ 政策の方向性 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

彦根市においては外国人住民が増加する傾向にあり、価値観や生き方が多様化する中、人権の7 

尊重を基本に、年齢、人種、国籍、学歴や職歴、宗教や文化的背景、経済的背景、性のあり方、8 

障害の有無等あらゆる多様性を享受し、互いに個々を認め合うことでともに支え合う、地域共生9 

社会※の形成を進めます。また、子どもから高齢者まで、市民一人ひとり、誰もがその人らしくい10 

つまでも健康で生き生きと暮らすまちづくりを進めます。 11 

「人生 100年時代」を迎える中、多様な人々がそれぞれ力を発揮して活躍する地域社会に向け12 

て、特に、それぞれの居場所づくり、生涯を通じた学びや活躍の場づくりに、横断的な視点をも13 

って取り組みます。 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

未来の彦根市を担う子どもたちが、健やかに成長し、力強く生きる力を育み、わがまち彦根に21 

愛着と誇りを持って、彦根で生活し続けてもらえる環境を整えるとともに、それぞれが活躍する22 

場づくりを進め、まちの魅力づくりや持続可能なまちづくりにつなげます。市内に３つの大学が23 

立地している優位性を最大限に生かし、若い力が「未来の彦根市民」として彦根に定着し、推進24 

力(エンジン)ともなるまちづくりを進めます。 25 

若者が地域を学びの場とし、地域に居着き、子どもを産み育てる社会、家庭・地域全体・様々26 

なサービスで子育てができる社会に向けて、特に、子ども・若者をとりまく課題への対応を進め、27 

子ども・若者においてもそれぞれの居場所づくり、学びや活躍できる場づくりに、他の取組と連28 

動しながら取り組みます。 29 

 30 

 31 

  32 

２ 子どもが健やかに育ち、若者が躍動するまち 

関連する SDGs 

１ 誰もがその人らしく生き生きと暮らすまち 

関連する SDGs 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

まちのアイデンティ(宝)となっている多くの歴史・文化資源を生かした観光振興や、産業の活8 

性化、スポーツを通じたまちづくりなど、まちのにぎわいと活力を向上させる取組を進めます。 9 

また、ICT※技術をはじめとする先端産業が日進月歩で進化する中、彦根市の資源を生かした新10 

たな産業の展開を進めます。 11 

「まちの誇り」として、歴史・文化資源と共生しながら、彦根市に関わる人を増やし、にぎわ12 

いと交流があふれるまちづくりを進めます。 13 

特に、ワールドマスターズゲームズ 2021(10km ロードレース)および国民スポーツ大会・全14 

国障害者スポーツ大会が開催されることや彦根城の世界遺産登録をめざして取組を進めている15 

ことなどから、これらを契機として、スポーツや観光による持続的な魅力・活力の向上に取り組16 

みます。 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

彦根市の魅力である豊かな自然環境を保全するとともに、人口減少・少子高齢化に対応した交24 

通環境や居住環境の整備など、誰もが移動しやすく暮らしやすいコンパクトなまちづくり※を進25 

めます。あわせて、市民生活を脅かす自然災害や高度化・多様化する犯罪への対応にも取り組み26 

ます。市民が誇りに感じる豊かな自然環境を大切にしながら、快適で安全・安心なまちづくりを27 

進めます。 28 

その中で、特に、便利な交通手段で誰もが快適な日常生活を営み、観光客も移動しやすいまち、29 

また歩いて、自転車で安心して移動できるまちづくりに、横断的な視点をもって取り組みます。 30 

 31 

  32 

４ 豊かな自然に包まれ、快適で安全・安心なまち 

関連する SDGs 

３ 歴史・文化資源と共生し、にぎわいと交流があふれるまち 

関連する SDGs 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

今後あらゆる政策において、人と人との「つながり」を大切にし、市民参加・市民協働、連携8 

の視点をより一層重視し、地域に関わる多様な主体が協働し市民とともに歩むまちづくりを進め9 

ます。また、湖東定住自立圏の中心市として、広域連携を推進していきます。 10 

より一層の財政健全化や財源確保の取組等を進めるとともに、新型コロナウイルス感染症11 

(COVID-19)の発生を起因とした社会変化等に対応した政策の展開を図ります。 12 

「Society5.0※」の実現など社会全体のデジタル化、ICT※化が急速に進む中、市政運営におけ13 

るデータ等に基づいた政策立案(EBPM)の推進等に向けて、特に、様々なサービスのデジタル化14 

やデータを利活用に取り組みます。 15 

 16 

  17 

政策推進のための取組 

関連する SDGs 
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用語解説                               1 

  本文中に「※」をつけている用語の解説です。 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

  38 

用 語 説 明 
掲 載 
ページ 

アルファベット、数字  

AR 「Augmented Reality」の略語で、「拡張現実」と訳される。普段目

で見ている現実世界の中に、さまざまなデジタル情報を加えて、ま

るで本当にそこにあるかのように見せる技術。 

7 

ICT 「Information and Communication Technology」の略語で、情報コ

ミュニケーション技術、情報通信技術を指す。 

6,7, 

20,23, 

30,31 

IoT 「Internet of Things」の略語で、「様々な物がインターネットにつ

ながること」「インターネットにつながる様々な物」を指す。 

7 

MaaS 「Mobility as a Service」の略語で、ICT※(情報通信技術)を活用

し、電車やバス、タクシー、飛行機など、自家用車以外のすべての

交通手段による移動を、ひとつのサービスで完結させることを指

す。 

13 

24 

MICE Meeting(会議・研修)、Incentive travel(報奨旅行)、Convention(国

際会議・学会)、Exhibition または Event(展示会・イベント)の総

称。 

8 

 

RPA 「Robotic Process Automation」の略語で、これまで人間のみが対

応可能と想定されていた作業、もしくはより高度な作業を、AI(人口

知能)や機械学習等を含む認知技術を活用して代行・代替する取組

を指す。 

13,21 

Society5.0 サイバー空間(仮想空間)とフィジカル空間(現実空間)を高度に融

合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立す

る、人間中心の社会を指す。 

7,31 

 

VR 「Virtual Reality」の略語で、「仮想現実」と訳される。コンピュ

ータで作られリアリティを高めた視覚映像を投影し、現実のように

体験できる技術。 

7 

5G 「5th Generation」の略語で、第 5世代移動通信システムのこと。

現在移動通信の主軸を担っている 4G に代わる最新の高速・大容量

通信技術。 

7 

あ行  

温室効果ガス 太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖める働き(温室効果)があ

る気体のこと。二酸化炭素やメタン、一酸化二窒素、六ふっ化硫黄

などが該当する。 

12,19 

オンライン インターネットに接続されてサービスの享受が可能な状態を指す。 7,13, 

21,24 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 

  40 

用 語 説 明 
掲 載 
ページ 

か行 

カーボンニュー

トラル 

炭素(カーボン)の総量に変動をきたさない、CO2の排出量と吸収量の

バランスがとれている(炭素(カーボン)の量が±０)状態、また、そ

のための仕組みや活動。 

12 

キャッシュレス 紙幣・硬貨といった現金を使用せず、クレジットカードや電子マネ

ー、口座振替などを利用して決済する仕組み。 

7 

グローバル 経済や社会などのあり方が、従来の国境や地域の枠を超え、世界規

模であること。 

6,7 

コンパクトなま

ちづくり 

彦根市においては、居住や都市機能を一定の区域に誘導した「核」

を JR各駅中心につくり、その「核」同士を交通ネットワークでつな

ぐとともに、歩いて暮らせるまちづくりを推進することを「彦根市

立地適正化計画」(平成 30 年 3月策定)で示している。 

11,13, 

20,22, 

24,30 

さ行 

シチズンシップ

教育 

他人を尊重すること、個人の権利と責任、人種・文化の多様性の価

値など、社会の中で円滑な人間関係を維持するために必要な市民と

しての資質・能力を育成するための教育。 

15 

ストック これまでに整備されてきた道路、公園、下水道や公共施設、建築物

等の都市施設のこと。 

10 

た行 

地域共生社会 子ども・高齢者・障害者などすべての人々が、地域、暮らし、生き

がいを共に創り、高め合うことができる社会。制度・分野ごとの「縦

割り」や「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、

人と人、人と社会がつながり支え合い、一人ひとりの多様な社会参

加と地域社会の持続の両方を実現する社会。 

6,22, 

29 

データサイエン

ス 

データに関する総合的な学術分野を指し、データを軸として情報科

学、統計などのアプローチから有益な知見やビジネス上の便益をも

たらすもの。 

27 

トレンド推計 時間の経過に従って変化する現象を、一定の規則性 を持つ傾向線

として近似的に一次関数、指数関数等によってモデル化し、これを

延長することにより、将来の一定期間内における変化の状態を数量

的に把握する予 測手法。 

26 

ドローン 無人航空機の総称。 7 

な行 

ノンストップサ

ービス 

インターネットを通じて、24時間いつでも利用できるよう提供され

るサービスのことで、店舗で受けるサービスや行政窓口の手続きな

どがオンライン※化されたものを指す。 

13,21 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

  16 

用 語 説 明 
掲 載 
ページ 

は行 

バックキャスト 未来の姿から現在以降のあり方を決める方法で、大きな社会変化が

ある場合など不確実性が高い場合に有効な手法。 

2,13, 

21 

ビジット・ジャパ

ン事業 

訪日外国人旅行者の増加を目的とした訪日プロモーション事業を

指す。 

8 

ビッグデータ 既存の一般的な技術では管理することが困難な大量のデータ群を

指す。ビッグデータ※を活用することで、未来の予測や異変の察知等

を行い、利用者個々のニーズに即したサービスの提供、業務運営の

効率化や新産業の創出等が可能となる。 

7 

フォーキャスト 過去の実績などから未来を予測する方法で、社会が安定的に成長し

ている場合など、中長期的にあまり大きな変化がない場合に有効な

手法。 

2,21 
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策定経過【事務局注：今後も追加していきます】              1 

 2 

■彦根市総合計画審議会 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

  29 

開催日 会議名 主な議題 

令和元年 

10月 11日(金) 

第 1 回 

彦根市総合計画審議会 

・彦根市総合計画審議会委員の委嘱 

・会長・副会長の選出/市長からの諮問 

・彦根市総合計画審議会公開要領について 

・現在の彦根市総合計画および彦根市国土利用計

画の計画期間延長について 

令和 2年 

8月 21日(金) 

第２回 

彦根市総合計画審議会 

・彦根市総合計画後期基本計画(現計画)の目標値

等変更について 

・次期総合計画策定方針について 

・市民意識調査等の結果について 

・市民意識調査等の結果を受けた次期総合計画の

方向性について 

令和 2年 

10月 23日(金) 

第 3 回 

彦根市総合計画審議会 

・市民意識調査等の結果について 

・市民意識調査等の結果を受けた次期総合計画の

方向性について 

［講演］ 

テーマ：バックキャストによる政策形成  

～VUCA(ブーカ)時代に求められる 

未来洞察力～ 

彦根市特別顧問 丸山 武志 

令和 2年 

11月 26日(木) 

第 4 回 

彦根市総合計画審議会 

・バックキャストによる検討 

～2033年の彦根市について～ 

令和 3年 

3月 23日(火) 

第 5 回 

彦根市総合計画審議会 

 



39 

 

 1 

 2 

■市民等の意向把握 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

  30 

区分 内容 

市民意識調査 

市民のまちづくりに関する意向を把握し、基礎資料とするため、一般市

民、小学生、外国人を対象とした市民意識調査を実施しました。 

 [一般市民] 
調査対象：住民基本台帳から満 18 歳以上の市民 1，000 人を無作為抽出 

調査方法：郵送による・配布・回収 

調査期間：令和元年(2019 年)10 月 11 日～11 月 1 日 

回収率 ：41.1％ 

 [小学生] 
調査対象：市内各小学校の 5年生 1 クラスの児童 

調査方法：各学校による直接配布・回収 

調査期間：令和元年(2019 年)10 月 11 日～11 月 1 日 

回収率 ：100.0％ 

 [外国人] 
調査対象：外国人住民から満 18 歳以上の市民 50 人を無作為抽出 

調査方法：郵送による・配布・回収 

調査期間：令和元年(2019 年)10 月 11 日～11 月 1 日 

回収率 ：16.0％ 

 

関係団体ヒアリング 

市内で活動する関係団体のまちづくりへの意向を把握するため、調査票

を用いたヒアリングを実施しました。 

調査対象：市内で活動する関係団体 37 団体 

調査方法：直接または郵送による・配布・回収 

調査期間：令和元年(2019 年)11 月～12 月 

回答数 ：32 団体 

 

庁内若手職員ワーク

ショップ 

次期彦根市総合計画の推進の当事者となる市職員の意見を把握するた

め、庁内若手職員のワークショップを開催しました。 

参加者 ：庁内若手職員 21 名 

開催方法：4 グループにわかれてグループワーク 

開催日 ：令和元年(2019 年)11 月 19 日  
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 1 

■庁内検討委員会等 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

開催日 会議名 主な議題 

令和元年 

7月 9日(火) 

第 1回 

彦根市総合計画検討委

員会 

・彦根市総合計画審議会委員候補者の選定につい

て 

・彦根市総合計画審議会における現彦根市総合計

画の進捗状況説明について 

令和元年 

12月 24日(火) 

第 2回 

彦根市総合計画検討委

員会 

・次期彦根市総合計画におけるまちの将来像(案)

について 

令和 2年 

3月 24日(火) 

第 3回 

彦根市総合計画検討委

員会 

・次期彦根市総合計画における政策の方向性につ

いて 

令和 2年 

7月 28日(水) 

第 4回  

彦根市総合計画検討委

員会 

・次期総合計画策定方針について 

・市民意識調査等の結果について 

・市民意識調査等の結果を受けた次期総合計画の

方向性について 

令和 3年 

1月 12日(火) 

第 5回  

彦根市総合計画検討委

員会 

・今後のスケジュールについて 

・次期彦根市総合計画基本構想素案(案)について 

・政策・施策体系(案)および検討委員会部会長・

副部会長(案)について 

・審議会各部会構成委員(案)について 


